
国民健康保険財政への支援の拡充を求める意見書 

国民健康保険制度（以下、「国保」）は、制度創設以来、誰もが安心して医療を受けるこ

とができる、国民を支えるセーフティーネットとして重要な役割を担ってきた。 

平成３０年度に行われた制度改正では、都道府県が財政運営の責任主体となり、財政基

盤の強化として約３，４００億円の公費拡充が図られたところであるが、少子高齢化の進

展や物価高といった社会・経済情勢の影響を受けて、国保は厳しい財政運営が続いている。 

また、長い歴史とともに被保険者の職業や年齢の構成が大きく変化し、被保険者の所得

水準に対して保険税の負担が重いといった構造的な問題を抱えており、近年では中高年齢

者の割合が大きく、一人当たりの医療費が高い状況が続いている。 

特に被保険者の減少による国保財政への影響は大きく、後期高齢者医療制度への移行や

被用者保険の適用拡大が、税負担能力のある被保険者の減少を加速させている。 

こうした状況を改善するために従来の財政支援に加え、構造的な問題に対する効果的な

対策と財政支援の拡充が必要であると考える。 

よって、国民健康保険制度の安定化に向けて、下記の事項について強く要望する。 

 

記 

 

１ 被保険者の減少や所得に対する保険税の負担率の高さといった構造的な問題を解決で 

 きるよう対処するとともに、国保財政の安定化に向けて国費による財政支援の拡充を図 

 ること。 

２ 今後、国保に影響を及ぼす制度改正を行う際には、国の責任と負担において十分な財 

 政支援を行い、被保険者に過度な負担が生じない仕組みとすること。 

 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  

 

 令和７年３月１９日 

                                 豊 田 市 議 会 


